
証券コード：5967

第 88 回　定時株主総会
　

招集ご通知
開催日時
2023年８月29日（火曜日）午前10時
受付開始：午前９時

開催場所
大阪府河内長野市寿町６番25号
当社本社２階　会議室
※本店移転により開催場所が上記のとおり変更とな
っておりますので、末尾の「株主総会会場ご案内
略図」をご参照いただき、お間違えのないようご
注意ください。
※本総会の会場にエレベーター等はございませんの
で、ご容赦くださいますようお願い申しあげま
す。

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役

を除く。）４名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１

名選任の件
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・本総会における事前の議決権行使につきましては、議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、書面（郵送）により
行使いただく方法がございます。
・株主総会当日のお土産の配布はございません。
・本総会の会場変更等、株主総会の運営に大きな変更が生じる場合
は当社ウェブサイト（https://www.tonetool.co.jp/）にてお
知らせいたします。

　



証券コード　5967
（発送日）2023年８月８日

（電子提供措置の開始日）2023年８月４日
株　主　各　位

大阪府河内長野市寿町６番25号

取締役社長 矢 野 大 司 郎

当社ウェブサイト
https://www.tonetool.co.jp/ir/stockholders.php

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第88回　定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第88回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに「第88回定時株主
総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトに
アクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイ
トにも掲載しておりますので、こちらからご確認される場合は、以下の東証ウェブサイト（東証
上場会社情報サービス）にアクセスして、「銘柄名（会社名）」に「TONE」または「コード」に
当社証券コード「5967」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を選択のうえ、ご
確認くださいますようお願い申しあげます。
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⒈ 日 時 2023年８月29日（火曜日）午前10時
⒉ 場 所 大阪府河内長野市寿町６番25号

当社本社２階　会議室
(本店移転により開催場所が上記のとおり変更となっておりますので、末尾
の「株主総会会場ご案内略図」をご参照いただき、お間違えのないようご注
意ください。)

⒊ 目的事項
報 告 事 項 ⒈ 第88期（2022年６月１日から2023年５月31日まで)

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結
計算書類監査結果報告の件

⒉ 第88期（2022年６月１日から2023年５月31日まで)
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

⒋ 招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否
の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

　なお、当日ご来場されない場合は、書面（郵送）により議決権を行使することができますの
で、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご
表示いただき、2023年８月28日（月曜日）午後５時25分までに到着するようご送付いただき
ますようお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上
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●当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげ
ます。

●当日当社では、環境に配慮して軽装（クールビズ）にてご対応させていただきますので、ご理解賜ります
ようお願い申しあげます。株主の皆さまにおかれましても、熱中症対策として、軽装にてご出席くださ
い。

●議場における報告事項や議案の詳細は説明を省略させていただくなどにより、効率的に議事を進めさせて
いただきます。

●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記の「当社ウェブサイト」および「東証ウェブサイト」にお
いて、その旨、修正前および修正後の事項を掲載させていただきます。

●電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款第15条第２項の規定に基づ
き、前記の「当社ウェブサイト」および「東証ウェブサイト」に掲載しておりますので、当該書面には記
載しておりません。
・連結計算書類の「連結注記表」
・計算書類の「個別注記表」
したがって、当該書面の連結計算書類および計算書類は、監査等委員会および会計監査人が監査報告を作
成するに際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部であります。

●新型コロナウイルスの感染リスク軽減のため、株主総会へのご出席を検討されている株主さまにおかれま
しては、株主総会開催日時点での流行状況やご自身の体調をご確認のうえ、マスク着用などの感染予防に
ご配慮いただき、ご来場いただきますようお願い申しあげます。

●ご来場なさらず事前に議決権を行使いただく方法として、書面（郵送）による方法がございますので、可
能な限り書面（郵送）により議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

●今後の流行状況等により株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、当社ウェブサイト
（https://www.tonetool.co.jp/）にてお知らせいたしますので、事前にご確認いただきますようお願い
申しあげます。

●株主総会当日当社スタッフはマスク着用のうえ、対応させていただきます。

●第88回定時株主総会につきましては、電子提供制度の適用後最初の株主総会であることを踏まえ、経過
的な措置として、株主さまからの書面交付請求の有無に関わらず、従来と同様にすべての株主さまに対し
て株主総会資料をお送りいたしました。
なお、次回以降の株主総会資料につきましては、送付形式が決まり次第、当社ウェブサイト
（https://www.tonetool.co.jp/）においてお知らせいたします。

株主総会に関するご留意事項

新型コロナウイルスへの対応について

電子提供措置への対応について
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事 業 報 告
（2022年６月１日から2023年５月31日まで）

⒈ 企業集団の現況に関する事項
⑴ 事業の経過およびその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症との共存が進み、経済
活動は回復傾向にあります。しかし円安や、ウクライナ情勢の影響による原材料やエネルギ
ー価格の高騰などは継続しており、先行きは依然として不透明な状況であります。
　このような経営環境の中で、当社グループは「『ボルティング・ソリューション・カンパ
ニー』として社会の発展に貢献し、地球上になくてはならない企業をめざす。」ことを企業
理念に掲げ、「ボルト締結分野」においてお客さまが求める価値を的確に捉え、「スピード
感と一体感のある製品開発体制」を基軸に保有技術を有効的に活用し、より多くのお客さま
に「ボルト締結」に最適な手段を提供するとともに、「締結」に関する課題解決を通じて
「満足」「感動」「価値」を提供してまいりました。
　その結果、当連結会計年度の経営成績につきましては、売上高は68億円（前年同期比
5.5％増）となりました。また、利益面では営業利益は12億２千２百万円（前年同期比
24.0％増）、経常利益は12億６千６百万円（前年同期比16.6％増）となり、親会社株主に
帰属する当期純利益は８億６千６百万円（前年同期比25.1％増）となりました。
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部 門 当連結会計年度売上高 構 成 比 前連結会計年度比

作 業 工 具 類 3,872百万円 56.9％ 100.3％

機 器 類 2,928 43.1 113.3

合 計 6,800 100.0 105.5

う ち 輸 出 高 1,550 22.8 111.8

⑵ 設備投資および資金調達の状況
　当連結会計年度における設備投資は、主に本社・本社工場の事務所改装費用に総額７千2
百万円、物流倉庫等の建築工事費用等に総額１億１千８百万円の投資を行いました。その所
要資金は、自己資金によって充当いたしました。

⑶ 対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症による制限緩和により、経済活
動は活発化していく期待はあるものの、長引くウクライナ情勢や輸送・原材料およびエネル
ギーなどのコスト高止まり、円安傾向が続くなどの懸念材料があり、今後の見通しは不透明
であります。
　このような厳しい環境のなかで、「ボルト締結分野」における競争優位性の高い新製品群
の投入に加え、徹底した原価低減により競争力の強化を図るとともに、海外拠点の安定稼働
とグループ全体の製造・物流・販売体制の最適化を図ってまいります。
　また、品質と信頼の世界ブランド「ＴＯＮＥ」の確立をめざし、製品とサービスの拡充、
卓越した技術力でお客さまに「満足」「感動」「価値」を提供し続けてまいりますととも
に、世界に冠たる総合工具メーカーとしての地位を一段と揺るぎないものとするため、全社
グループ一丸となって邁進する所存でございます。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し
あげます。
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区 分 2020年５月期 2021年５月期 2022年５月期 2023年５月期
当連結会計年度

売 上 高 5,948百万円 6,120百万円 6,446百万円 6,800百万円

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 628百万円 841百万円 692百万円 866百万円

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 64.52円 85.42円 64.36円 80.21円

純 資 産 6,669百万円 8,042百万円 8,514百万円 9,726百万円

１ 株 当 た り
純 資 産 685.47円 751.42円 789.81円 873.94円

総 資 産 8,035百万円 9,474百万円 9,972百万円 11,345百万円

⑷ 財産および損益の状況の推移

（注）⒈　2022年５月期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を
適用しており、2022年５月期以降の財産および損益の状況については、当該会計基準等を適用した
後の数値を記載しております。

⒉　2022年12月１日を効力発生日として、普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っておりま
す。これに伴い、2020年５月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利
益および１株当たり純資産を算定しております。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

ロック株式会社 10百万円 100.0％ 作業工具類、機器類の販売

TONE VIETNAM CO., LTD. 700,000米ドル 100.0％ 作業工具類、機器類の製造、販売

TONE AMERICAS, INC. 1,000,000米ドル 100.0％ 作業工具類、機器類、その他関連の
部品、製品、用品の販売・貿易

⑸ 重要な親会社および子会社の状況
① 親会社との関係

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

－ 6 －



部 門 製 品 名

作 業 工 具 類
ソケットレンチ、トルクレンチ、エアーツール、スパナ・めがねレンチ、モンキレン
チ、プライヤ、ペンチ類、ドライバー、単能レンチ、絶縁工具、特殊工具、工具セッ
ト、工具収納器具他

機 器 類 シヤーレンチ、建方１番、ナットランナー、パワーレンチ、インパクトレンチ、タイヤ
レンチ、デジトルク、その他の締付機器

⑹ 主要な事業内容
　当社グループの製造ならびに販売する製品を部門別に大別しますと、主なものは次のとお
りであります。

営 業 所：札幌、仙台、新潟、北関東、東京、名古屋、大阪、広島、福岡
工 場：本社工場（大阪府河内長野市)、富田林工場（大阪府富田林市）

⑺ 主要な営業所および工場
① 当社

（注）当社は、2022年９月26日付で、本店を大阪府大阪市から大阪府河内長野市へ移
転しております。

② 連結子会社（国内）
ロック株式会社（大阪府富田林市）

③ 連結子会社（海外）
TONE VIETNAM CO., LTD.（ベトナム）、TONE AMERICAS, INC.（アメリカ）
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従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

152名 ４名減

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

128名 ９名減 45.7歳 20.0年

⑻ 従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況

（注）上記の従業員数は就業人員であり、臨時従業員（合計９名）は含んでおりません。

② 当社の従業員の状況

（注）上記の従業員数は就業人員であり、臨時従業員（合計９名）は含んでおりません。

⑼ 主要な借入先
該当事項はありません。
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⑴ 発行可能株式総数 19,613,000株
⑵ 発行済株式の総数 11,713,000株（うち自己株式　62,120株)
⑶ 株　主　数 2,903名

株 主 名
当社への出資状況

持株数 持株比率

スパイラルキャピタルパートナーズ
株 式 会 社 1,471千株 12.63％

中 央 自 動 車 工 業 株 式 会 社 1,000 8.58

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 566 4.86

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ） 521 4.47

株 式 会 社 山 善 477 4.09

INTERACTIVE　BROKERS　LLC 406 3.49

ア ス カ 株 式 会 社 400 3.43

ＴＯＮＥ株式会社従業員持株会 392 3.37

株 式 会 社 北 陸 銀 行 380 3.26

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 380 3.26

⒉ 株式会社の株式に関する事項

⑷ 大株主（上位10名）

（注）⒈ 持株比率は発行済株式の総数から自己株式を除いた数に基づき、算出しております。
⒉ 「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保
有する当社株式521,175株は、自己株式に含めておりません。
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役 員 区 分 株式数（株） 交付対象者数（名）
取 締 役

(監査等委員である取締
役および社外取締役を

除く。)
54,500 4

　⑸ 当事業年度中の職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりであります。

　⑹ その他株式に関する重要な事項
　当社は、2022年10月13日開催の取締役会の決議に基づき、2022年12月１日を効力発
生日として、普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行いました。これにより、発行可
能株式総数は15,690,400株、発行済株式の総数は9,370,400株それぞれ増加しておりま
す。

⒊ 会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長
( 代 表 取 締 役 ) 松 村 昌 造

取 締 役 社 長
( 代 表 取 締 役 ) 矢　野　大司郎 製造部担当、管理部担当

常 務 取 締 役 平 尾 元 宏 開発部担当、品質保証部長

取 締 役 平 尾 昌 彦 営業本部長

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 粕 井 　 隆 東邦ビジネスコンサルタント株式会社　代表取締役社長

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 松 井 大 輔

松井公認会計士事務所　所長
大丸エナウィン株式会社　社外取締役（監査等委員）
神陽監査法人　代表社員

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 雨　宮　沙耶花 弁護士法人淀屋橋・山上合同　弁護士

株式会社スタジオアリス　社外取締役（監査等委員）

⒋ 会社役員に関する事項
⑴ 取締役の氏名等（2023年５月31日現在）

（注）⒈ 粕井隆氏、松井大輔氏および雨宮沙耶花氏は社外取締役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。

⒉ 取締役（監査等委員）粕井隆氏は、経営コンサルタントとして長年の実績があり、企業経営全般に関
する相当程度の知見を有するものであります。取締役（監査等委員）松井大輔氏は、公認会計士およ
び税理士の資格を有しており、財務および会計ならびに税務に関する相当程度の知見を有するもので
あります。また、取締役（監査等委員）雨宮沙耶花氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務およ
び法律に関する相当程度の知見を有するものであります。

⒊ 監査に対する透明性を確保するため、また、「６.　業務の適正を確保するための体制の整備に関する
事項」に沿った監査の実効性を確保していることから、監査等委員会は全員独立の社外取締役（非常
勤）で構成しております。

⒋ 監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を
実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定してお
りません。

⒌ 取締役平尾元宏氏は、2022年８月26日付で常務取締役に就任いたしました。

⑵ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役　粕井隆氏、松井大輔氏および雨宮沙耶花氏との間で、会社法第427
条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
ります。なお、当該契約における限度額は法令の定める額としております。
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⑶ 取締役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を2021年４月14日開催の取
締役会において決議しております。当該取締役会の決議に際しましては、あらかじめ決議
する内容について役員報酬諮問委員会へ諮問し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内
容の決定方法および決定された報酬等の内容が取締役会において決議された決定方針と整
合していることや、役員報酬諮問委員会からの答申が尊重されていることを確認してお
り、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は、次のとおりであります。

イ.基本方針
　当社の役員報酬等は、優秀な人材を当社の取締役として確保し、かつ取締役の経営意欲
の向上および経営能力の最大限の発揮と取締役の経営責任を明確にすることを基本方針と
しております。
　具体的には、監査等委員でない取締役（以下、「業務執行取締役」といいます。）の役
員報酬は、基本報酬（固定報酬）、業績連動報酬、株式報酬により構成されております。
　また、監査等委員である取締役の役員報酬は、企業業績に左右されずに業務執行取締役
の職務内容を監査・監督する立場を考慮して、基本報酬（固定報酬）のみで構成されてお
り、業績連動報酬等および非金銭報酬等（株式報酬）は支給しないこととします。

ロ.基本報酬（固定報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時
期または条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、同業他社や同規模企業の支給水準、
業績との連動性、従業員の賃金水準等を総合的に勘案して決定するものとします。

ハ.業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法に関する
方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　業績連動報酬等は、企業活動の最終的な利益である連結会計年度の「親会社株主に帰属
する当期純利益」（以下、「連結当期純利益」といいます。）が取締役の責任と権限を持
って会社経営を行った最終結果の利益であり、取締役の成果を最終的に判断できるもので
あることから業績指標として妥当であると判断しております。また、連結当期純利益（業
績連動報酬控除前）が一定の基準未満の場合および年間配当金が一定の金額未満の場合に
は支給しないこととしております。なお、当連結会計年度における連結当期純利益は、８
億６千６百万円であります。
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　業績連動報酬等は、各連結会計年度の連結当期純利益（業績連動報酬控除前）に、役位
別に定めた支給乗率を乗じて算出し、定時株主総会終結後、２週間以内に支払うこととし
ます。
　非金銭報酬等は、株式報酬として譲渡制限付株式を、定時株主総会終結後１ヶ月以内に
役位に応じて付与します。
　実質的に在任期間中継続的に自社株を所有することで、株主価値の共有を中長期的に実
現することを図るため、譲渡制限付株式の譲渡制限期間は30年としております。

ニ.金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または、非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報
酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、同業他社や同規模企業の支給水準を踏
まえた報酬割合とし、役員報酬諮問委員会において検討を行います。取締役は役員報酬諮
問委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の
個人別の報酬等の内容を決定することとします。
　報酬総額に占める報酬割合（使用人兼務取締役の使用人部分の報酬を除く。）は、業績
および株価により変動するものの、概ね、基本報酬（固定報酬）60％、変動報酬（業績
連動報酬等と非金銭報酬等）40％とします。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2016年８月30日開催の
第81回定時株主総会において、年額１億8,000万円以内（使用人兼務取締役の使用人分
給与は含まない。）と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委
員である取締役を除く。）の員数は、４名であります。
　2019年８月29日開催の第84回定時株主総会において、上記報酬枠の範囲内で、譲渡
制限付株式の付与のための金銭報酬債権として、年額3,600万円以内、株式数の上限を年
15,000株以内（監査等委員である取締役および社外取締役は付与対象外）と決議してお
ります。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数
は、４名であります。
　また、2022年８月26日開催の第87回定時株主総会において、上記報酬等の総額は変
更せず、その内枠である譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額を、年額
3,600万円以内から年額6,000万円以内に改定することを決議しております。当該定時株
主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は、４名でありま
す。
　なお、監査等委員である取締役の報酬限度額は、2016年８月30日開催の第81回定時
株主総会において、年額5,000万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点
の監査等委員である取締役の員数は、３名（うち社外取締役２名）であります。
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役 員 区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基 本 報 酬

（固定報酬）
業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
(監査等委員を除く) 147,618 81,720 31,000 34,898 4

取 締 役
(監査等委員) 18,900 18,900 － － 3

合 計
(うち社外役員)

166,518
(18,900)

100,620
(18,900)

31,000
(－)

34,898
(－)

7
(3)

③ 当事業年度に係る取締役の報酬等の総額

（注）⒈ 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており
ません。

⒉ 非金銭報酬等の内容は株式報酬であり、割当ての際の条件等は、「①　役員報酬等の内容の決定に関
する方針等」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は「⒉　⑸　当事業年度中の
職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載しております。
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区 分 氏 名 兼職先法人等名

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 粕 井 　 隆 東邦ビジネスコンサルタント株式会社　代表取締役社長

当社と上記１法人との間には特別の関係はありません。

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 松 井 大 輔

松井公認会計士事務所　所長
大丸エナウィン株式会社　社外取締役（監査等委員）
神陽監査法人　代表社員
当社と上記３法人等との間には特別の関係はありません。

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 雨　宮　沙耶花

弁護士法人淀屋橋・山上合同　弁護士
株式会社スタジオアリス　社外取締役（監査等委員）
当社と上記２法人との間には特別の関係はありません。

区 分 氏 名 出席状況、発言状況および社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
(監査等委員) 粕 井 　 隆

当事業年度開催の取締役会９回すべて、監査等委員会８回すべてに出席
し、経営コンサルタントとして数多くの企業で経営コンサルティング業務
に従事した実績に基づき、発言を行っております。また、監査等委員協議
会５回すべてに出席し、経営に対する実効性の高い監査等に十分な役割・
責務を果たすとともに、役員指名諮問委員・役員報酬諮問委員を務め、取
締役の選定や報酬制度について審議し、取締役会に答申するにあたり重要
な役割を果たしております。

取 締 役
(監査等委員) 松 井 大 輔

当事業年度開催の取締役会９回すべて、監査等委員会８回すべてに出席
し、公認会計士、税理士として会計および税務分野において豊富な経験と
高い見識に基づき、発言を行っております。また、監査等委員協議会５回
すべてに出席し、経営に対する実効性の高い監査等に十分な役割・責務を
果たすとともに、役員指名諮問委員・役員報酬諮問委員を務め、取締役の
選定や報酬制度について審議し、取締役会に答申するにあたり重要な役割
を果たしております。

取 締 役
(監査等委員) 雨　宮　沙耶花

当事業年度開催の取締役会９回すべて、監査等委員会８回すべてに出席
し、弁護士として企業法務に関する専門的な知識に基づき、発言を行って
おります。また、監査等委員協議会５回すべてに出席し、経営に対する実
効性の高い監査等に十分な役割・責務を果たしております。

⑷ 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

② 当事業年度における出席状況、発言状況および社外取締役に期待される役割に関して
　　行った職務の概要
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当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,500千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18,500千円

⒌ 会計監査人の状況
⑴ 会計監査人の名称

仰星監査法人

⑵ 会計監査人の報酬等の額

（注）⒈ 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区別しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額はこれ
らの合計額を記載しております。

⒉ 当社の重要な子会社のうち、TONE VIETNAM CO., LTD.は、当社の会計監査人以外の監査法人の監
査を受けております。

⒊ 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算定根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

⑶ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項に該当すると認め
られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
解任後最初に招集される株主総会に、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま
す。
　また、監査等委員会は、会計監査人の業務遂行の状況等を勘案いたしまして、会計監査人
の不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　⑷ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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⒍ 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
⑴ 当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制
① 取締役会は、法令等遵守（以下「コンプライアンス」といいます。）のための体制を含

む内部統制システムの整備方針・計画について決定するとともに、定期的に状況報告を
受けることとする。

② 監査等委員会は、「監査等委員会監査基準」に基づき、独立した立場から内部統制シス
テムの整備・運用状況を含め、取締役の職務執行を監査することとする。

③ 内部監査部門の配置により、内部統制システムが有効に機能しているか確認し、整備方
針・計画の実行状況を監視するものとする。

④ 取締役は、コンプライアンスに関する施策を立案、推進することとする。
⑤ 「ＴＯＮＥ株式会社　企業行動規範」を定めてその周知および教育研修活動により、当

社グループの役職員が当社グループの価値観、倫理・コンプライアンス経営の重要性を
認識するように意識の徹底を図る。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
① 取締役会・役員会その他の重要な会議の意思決定に係る情報、代表取締役社長決裁その
他の重要な決裁に係る情報ならびに財務、事務およびリスク・コンプライアンスに関す
る情報を記録・管理し、必要な関係者が閲覧できる体制を整備するものとする。

② 情報管理については、情報セキュリティに関するガイドライン、個人情報保護に関する
基本方針を定めて対応することとする。

⑶ 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 事業目的と関連した経営に重大な影響を及ぼす損失の危険を全般的に認識、評価する仕

組みを整備するとともに、損失の危険の管理に関連する規程を整備し、平時における事
前予防体制を整備することとする。

② 損失の危険の管理の実効性を確保するために、専門の委員会を設置し、委員会および委
員長の職務権限と責任を明確にした体制を整備するものとする。

③ 当社および当社グループの経営に重大な影響を及ぼす不測事態が発生しまたは発生する
おそれが生じた場合の体制を事前に整備し、有事の対応を迅速に行うとともに、再発防
止策を講ずることとする。
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⑷ 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制
① 経営計画については、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画および中期経営計画に

基づき各業務執行において目標達成のために活動することとする。また、経営目標が当
初の予定通りに進捗しているか業績報告を通じ定期的に検査を行うこととする。

② 業務執行については、取締役会規程により定められている事項およびその付議基準に該
当する事項についてはすべて取締役会に付議することを遵守し、その際には経営判断の
原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全役員に配布される体制をとるものとす
る。

③ 日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき権限の委譲が行わ
れ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行することとする。

⑸ 当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　子会社の取締役は、子会社の財務状態、経営成績その他これらに重大な影響を及ぼす事項
について、当社に報告する。

⑹ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社の施策に準じた適正な業務遂行を行うよう指導する。
② 内部監査室は、子会社における業務運営の状況を把握し、その改善を図るために監査を

行う。

⑺ 当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項ならびに当該使用人の当社の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）からの独立性および当該使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関す
る事項
① 当社の監査等委員会は、従業員に対して補助者として監査業務の補助を行うよう命令で

きるものとする。
② 上記補助者の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査等委員会の事前の同意を得

る。
③ 上記補助者は、当社の監査等委員会の命令に従い、監査業務の補助を行わねばならな
い。

⑻ 当社および当社子会社の取締役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社
の監査等委員会に報告するための体制その他の当社の監査等委員会への報告に関する体制

① 取締役および使用人は、監査等委員会の定めるところに従い、各監査等委員の要請に応
じて必要な報告および情報提供を行うこととする。

② 上記にかかわらず、監査等委員が、必要に応じていつでも、取締役および従業員に対し
て報告を求め、重要と思われる会議に出席し、また、書類の提示を求めることができる
ものとする。

－ 18 －



③ 当社グループの役職員は、当社または子会社の重大な損失、役職員の違法・不正行為等
に関して、速やかに当社の監査等委員会に報告する。

⑼ ⑻を報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保する
ための体制
　「内部通報規程」に基づき、当社は、監査等委員会への報告をしたことを理由として、当
該報告を行った者に対して解雇その他いかなる不利益な取扱いを行わないものとし、不利益
な取扱いを防ぐために適切な措置をとるものとする。

⑽ 当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）につ
いて生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用ま
たは債務処理に係る方針に関する事項
　当社の監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払い等の請求をした
ときは、担当部門において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査等委員の職
務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑾ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役社長は定期的に監査等委員と情報交換するとともに、当社の監査体制と内部統制

システムの体制との調整を図り、当社の監査体制の実効性を高めるため、監査等委員が
必要と認めた場合に、弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携を図れる環境を整備
することとする。

② 監査の実効性確保に係る各監査等委員の意見を十分に尊重しなければならない。

⑿ 財務報告の信頼性を確保するための体制
① 取締役社長は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するために、取締役（監査等委

員である取締役を除く。）の管理・監督のもと財務報告に係る内部統制を構築・運用・
評価する。

② 内部監査室は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するための体制の状況について
定期的に監査し、その結果を取締役社長に報告する。

③ 監査等委員会は、業務監査の一環として財務報告に係る内部統制の構築・運用に係る取
締役の職務遂行状況を監査する。また、会計監査人の監査の方法および結果の相当性の
監査を通じて、財務報告に係る内部統制の構築・運用状況を監査する。
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⒎ 業務の適正を確保するための体制の運用状況
　取締役会は、法令で定められた事項や経営に関する重要事項をはじめ取締役会規程で定めら
れた事項について討議し検討を重ね決定しております。
　また、取締役に管理部門および経営企画部門の部門長を含めたメンバーで毎月１回経営会議
を開催し、経営上の問題を取り上げ迅速に対処するための経営判断を下しております。さら
に、毎月１回取締役および各部門長で経営執行会議を開き、取締役会で決定された基本方針に
基づき、業務計画の進捗状況の報告や課題等を抽出し諸施策を協議するとともに、毎月１回各
部門の実行責任者が集まる管理委員会において、部門間に共通する問題を出し合って部門間の
牽制・調整を行い問題解決にあたっております。
　他の部門より独立した位置付けである社長直轄部門の内部監査室は、内部統制システムをよ
りよく機能させるために、各部門に業務フローおよびリスクコントロールの見直しを常時行わ
せ、内部監査が十分機能するようウォークスルーや運用テスト等を実施しております。
　また、リスク管理の実効性を確保するため内部統制・コンプライアンス委員会を設置し、各
部門での活動状況を確認するほか、内部統制・コンプライアンス経営の啓蒙活動にも取り組ん
でおります。

⒏ 反社会的勢力排除に関する基本方針
⑴ 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を阻害するような

反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨むことを基本方針としております。
⑵ 当社は、大阪府企業防衛連合協議会に所属し、指導を受けるとともに情報の共有化を図っ

ております。

⒐ 会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

⒑ 特定完全子会社に関する事項
　該当事項はありません。
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⒒ 剰余金の配当等の決定に関する基本方針
　当社では、経営環境、業績、配当性向ならびに財務状況など総合的に勘案して、最適な利益
配当を決定しております。
　利益配分につきましては、企業体質の強化を図りながらも、業績に応じた継続的かつ安定的
な配当を継続して行うことを基本方針としております。
　また、内部留保金につきましては、財務体質の強化を図りながら、新製品開発、生産・販売
体制の強化および品質向上を目的とする設備投資などに活用したいと考えております。
　このような方針の下、将来の事業計画、業績、配当性向ならびに財務状況など総合的に勘案
いたしまして、当期末の配当につきましては、１株につき20円50銭とさせていただく予定で
あります。

（注） 本事業報告中の記載金額および株数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額
(資　産　の　部) 千円 (負　債　の　部) 千円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他

　

6,879,333
1,839,592
1,687,963
1,700,164
304,330
1,203,559
149,117
△5,395

4,465,727
2,554,835
716,395
102,128
26,362

1,576,096
1,136

132,717
67,441
64,825
2,616

1,843,450
1,476,152
43,408
323,890

　

流 動 負 債 1,406,433
支 払 手 形 及 び買 掛 金 733,720
リ ー ス 債 務 937
未 払 法 人 税 等 219,229
賞 与 引 当 金 100,822
未 払 金 257,692
未 払 費 用 51,038
製 品 保 証 引 当 金 18,000
そ の 他 24,993

固 定 負 債 211,981
リ ー ス 債 務 312
繰 延 税 金 負 債 135,616
資 産 除 去 債 務 3,780
長 期 未 払 金 6,270
株 式 給 付 引 当 金 62,202
そ の 他 3,800

負 債 合 計 1,618,415

(純 資 産 の 部)
株 主 資 本 9,287,423

資 本 金 605,000
資 本 剰 余 金 788,827
利 益 剰 余 金 8,299,723
自 己 株 式 △406,126

その他の包括利益累計額 439,222
その他有価証券評価差額金 407,602
為 替 換 算 調 整 勘 定 31,620

純 資 産 合 計 9,726,645
資 産 合 計 11,345,060 負 債 及 び 純 資 産 合 計 11,345,060

（2023年５月31日現在）

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 6,800,959

売 上 原 価 3,775,856

売 上 総 利 益 3,025,102

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,802,460

営 業 利 益 1,222,642

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 48,984

為 替 差 益 25,627

そ の 他 9,933 84,545

営 業 外 費 用

支 払 利 息 847

固 定 資 産 除 売 却 損 38,399

そ の 他 1,031 40,278

経 常 利 益 1,266,909

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,266,909

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 401,247

法 人 税 等 調 整 額 △972 400,274

当 期 純 利 益 866,634

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 ―

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 866,634

（2022年６月１日から2023年５月31日まで）

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2022年６月１日残高 605,000 633,555 7,568,730 △511,113 8,296,172
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △135,642 △135,642
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 866,634 866,634

自 己 株 式 の 取 得 △95,957 △95,957
自 己 株 式 の 処 分 155,271 200,944 356,215
株主資本以外の項目
の 連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 （ 純 額 )
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計 ― 155,271 730,992 104,986 991,250

2023年５月31日残高 605,000 788,827 8,299,723 △406,126 9,287,423

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2022年６月１日残高 198,309 19,719 218,028 8,514,201
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △135,642
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 866,634

自 己 株 式 の 取 得 △95,957
自 己 株 式 の 処 分 356,215
株主資本以外の項目
の 連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 （ 純 額 )

209,292 11,900 221,193 221,193

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計 209,292 11,900 221,193 1,212,444

2023年５月31日残高 407,602 31,620 439,222 9,726,645

（2022年６月１日から2023年５月31日まで）
（単位：千円）

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額
(資　産　の　部) 千円 (負　債　の　部) 千円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品
製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
保 険 積 立 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他　

6,490,028
1,467,105
36,173
59,964

1,636,919
989,817
632,915
1,104,008
309,959
38,754
45,600
22,041
65,542
86,620
△5,395

4,662,286
2,348,240
541,687
7,410
56,695
7,277
25,220

1,576,096
1,136

132,717
67,162
64,546
2,616

2,246,883
1,476,152
181,547
358,152
154,727
43,408
32,894　

流 動 負 債 1,403,463
支 払 手 形 33,711
電 子 記 録 債 務 56,611
買 掛 金 668,177
リ ー ス 債 務 937
未 払 金 251,908
未 払 費 用 49,180
未 払 法 人 税 等 205,488
預 り 金 8,143
賞 与 引 当 金 100,822
製 品 保 証 引 当 金 18,000
そ の 他 10,481

固 定 負 債 211,471
リ ー ス 債 務 312
長 期 未 払 金 6,270
繰 延 税 金 負 債 136,607
資 産 除 去 債 務 3,780
株 式 給 付 引 当 金 62,202
預 り 保 証 金 2,300

負 債 合 計 1,614,935
(純 資 産 の 部)

株 主 資 本 9,129,777
資 本 金 605,000
資 本 剰 余 金 788,827
資 本 準 備 金 163,380
そ の 他 資 本 剰 余 金 625,446

利 益 剰 余 金 8,142,077
利 益 準 備 金 151,250
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,990,827
配 当 準 備 金 40,000
別 途 積 立 金 530,000
圧 縮 積 立 金 228,577
繰 越 利 益 剰 余 金 7,192,250

自 己 株 式 △406,126
評価・換算差額等 407,602

その他有価証券評価差額金 407,602
純 資 産 合 計 9,537,379

資 産 合 計 11,152,314 負 債 及 び 純 資 産 合 計 11,152,314

（2023年５月31日現在）

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

科 目 金 額
千円 千円

売 上 高 6,695,239

売 上 原 価 3,890,130

売 上 総 利 益 2,805,108

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,741,279

営 業 利 益 1,063,828

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 62,579

為 替 差 益 47,368

そ の 他 9,903 119,851

営 業 外 費 用

支 払 利 息 373

固 定 資 産 除 売 却 損 38,399

そ の 他 631 39,404

経 常 利 益 1,144,274

税 引 前 当 期 純 利 益 1,144,274

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 375,060

法 人 税 等 調 整 額 △8,902 366,157

当 期 純 利 益 778,117

（2022年６月１日から2023年５月31日まで）

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計配当

準備金
別途
積立金

圧縮
積立金

繰越
利益剰余金

2022年６月１日残高 605,000 163,380 470,175 633,555 151,250 40,000 530,000 236,952 6,541,399 7,499,602
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △135,642 △135,642
圧縮積立金の取崩 △8,374 8,374 ―
当 期 純 利 益 778,117 778,117
自己株式の取得
自己株式の処分 155,271 155,271
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― 155,271 155,271 ― ― ― △8,374 650,850 642,475
2023年５月31日残高 605,000 163,380 625,446 788,827 151,250 40,000 530,000 228,577 7,192,250 8,142,077

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等
合計

2022年６月１日残高 △511,113 8,227,044 198,309 198,309 8,425,353
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △135,642 △135,642
圧縮積立金の取崩 ― ―
当 期 純 利 益 778,117 778,117
自己株式の取得 △95,957 △95,957 △95,957
自己株式の処分 200,944 356,215 356,215
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 209,292 209,292 209,292

事業年度中の変動額合計 104,986 902,733 209,292 209,292 1,112,025
2023年５月31日残高 △406,126 9,129,777 407,602 407,602 9,537,379

（2022年６月１日から2023年５月31日まで）
（単位：千円）

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 田 直 樹
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 芝 﨑 　 晃

2023年７月21日
ＴＯＮＥ株式会社
取締役会　御中

仰星監査法人
大阪事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＴＯＮＥ株式会社の2022年６月１日から2023
年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ＴＯＮＥ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 30 －



独立監査人の監査報告書

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 田 直 樹
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 芝 﨑 　 晃

2023年７月21日
ＴＯＮＥ株式会社
取締役会　御中

仰星監査法人
大阪事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＴＯＮＥ株式会社の2022年６月１日から
2023年５月31日までの第88期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

会計監査人の監査報告書　謄本
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
　の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

－ 32 －



・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監 査 報 告 書
　当監査等委員会は、2022年６月１日から2023年５月31日までの第88期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
⒈ 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内
容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するととも
に、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な
会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し
ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、
必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

⒉ 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年７月24日
ＴＯＮＥ株式会社　監査等委員会
監 査 等 委 員 粕 井 　 隆 ㊞
監 査 等 委 員 松 井 大 輔 ㊞
監 査 等 委 員 雨　宮　沙耶花 ㊞

　（注） 監査等委員粕井隆、松井大輔及び雨宮沙耶花は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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当社普通株式 １株につき金20円50銭 総額　238,843,040円

株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

　剰余金の配当につきましては、業績に応じた利益配分を基本としつつも、株主の皆さまへ
の安定的な配当の維持も重要と認識し、さらに将来の事業計画、業績、配当性向ならびに財
務状況など総合的に勘案いたしまして、利益配分を行っていくことを基本方針としておりま
す。
　当期末の配当につきましては、１株につき20円50銭とさせていただきたいと存じます。

期末配当に関する事項
⒈ 配当財産の種類
金銭といたします。

⒉ 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

⒊ 剰余金の配当が効力を生じる日
2023年８月30日
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現 行 定 款 変 更 案
第 ２ 章　　　株　式

（自己の株式の取得）
第７条　　当会社は、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって市場
取引等により自己の株式を取得すること
ができる。

第８条～第37条　　（条文省略）

第 ６ 章　　　計　算

第38条　　（条文省略）

（新　設）

第 ２ 章　　　株　式

（削　除）

第７条～第36条　　（現行どおり）

第 ６ 章　　　計　算

第37条　　（現行どおり）

（剰余金の配当等の決定機関）
第38条　　当会社は、剰余金の配当等会社法第

459条第１項各号に定める事項につい
て、法令に別段の定めがある場合を除
き、取締役会の決議によって定めること
ができる。

第２号議案　定款一部変更の件
　⒈　変更の理由

⑴機動的な資本政策および配当政策の遂行を可能とするため、会社法第459条第１項の規定
に基づき、剰余金の配当等を取締役会決議により行うことが可能となるよう、変更案第
38条（剰余金の配当等の決定機関）および変更案第39条（剰余金の配当の基準日）第２
項を新設し、併せて内容が重複する現行定款第７条（自己の株式の取得）および現行定款
第40条（中間配当）の削除を行うものであります。

⑵上記変更に伴う条数の変更、字句の修正その他所要の変更を行うものであります。

　⒉　変更の内容
　　　　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分であります。）
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現 行 定 款 変 更 案
（剰余金の配当の基準日）
第39条　　当会社の期末配当の基準日は、毎年５

月31日とする。
（新　設）

⒉　　前項のほか、基準日を定めて剰余金の
配当をすることができる。

（中間配当）
第40条　　当会社は、取締役会の決議によって、

毎年11月30日を基準日として中間配当
をすることができる。

第41条　　（条文省略）

（剰余金の配当の基準日）
第39条　　当会社の期末配当の基準日は、毎年５

月31日とする。
⒉　　当会社の中間配当の基準日は、毎年

11月30日とする。
⒊　　前２項のほか、基準日を定めて剰余金

の配当をすることができる。

（削　除）

第40条　　（現行どおり）
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候補者
番　号
１

再任
　

まつ

松
 

　
むら

村
 

　
しょう

昌
 

　
ぞう

造
生年月日 1954年７月30日生
所有する当社の株式数 185,300株

　

略歴および重要な兼職の状況
    1977年    4 月 当社入社
    2003年    6 月 当社開発部長、開発センター長
    2004年    8 月 当社取締役
    2009年    7 月 当社常務取締役
    2014年    8 月 当社代表取締役・取締役社長
    2021年    8 月 当社代表取締役・取締役会長

現在に至る
　

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、2004年８月の当社取締役就任以降、開発部長、製造本部長、品質保証部長等を歴任
し、2009年７月から2014年７月まで常務取締役、2014年８月から2021年７月まで代表取締役・
取締役社長、2021年８月からは代表取締役・取締役会長として当社の経営を担い、強いリーダーシ
ップで当社を牽引してきた実績と経営全般に関する高い見識は、当社の持続的な成長に貢献するとと
もに、取締役会のさらなる機能強化に資するため、引き続き、取締役候補者としたものであります。

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名全員
は任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名の
選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、社外取締役を主要な構成員とする役員指名諮問委員会にお
いて候補者を審議の上、決定しております。また、監査等委員会はすべての取締役候補者に
ついて適任であると判断しております。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）⒈ 当社における地位および担当は、事業報告「⒋　会社役員に関する事項」に記載のとおりでありま
す。

⒉ 松村昌造氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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候補者
番　号
２

再任
　

や

矢
 

　
の

野
 

　
だい

大
じ

司
ろう

郎
生年月日 1957年４月26日生
所有する当社の株式数 139,800株

　

略歴および重要な兼職の状況
    1981年    4 月 当社入社
    2000年    9 月 当社製造部次長
    2006年    3 月 当社製造本部副本部長
    2006年    8 月 当社取締役
    2015年    8 月 当社常務取締役
    2021年    8 月 当社代表取締役・取締役社長

現在に至る
　

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、長年にわたり、当社の研究開発部門を牽引してきた実績と製造全般における豊富な経
験、高い見識に加え、2006年８月の当社取締役就任以降、製造本部長、営業本部長等を歴任し、
2015年８月から2021年７月まで常務取締役、2021年８月からは代表取締役・取締役社長として強
いリーダーシップを発揮しており、その豊富な経験と企業経営・組織運営に関する幅広い知識は、当
社の経営に欠かせないものと判断し、引き続き、取締役候補者としたものであります。

候補者
番　号
３

再任

ひら

平
 

　
お

尾
 

　
もと

元
 

　
ひろ

宏
生年月日 1968年11月11日生
所有する当社の株式数 47,200株

　

略歴および重要な兼職の状況
    1991年    4 月 当社入社
    2009年    8 月 当社製造本部製造部次長
    2012年    6 月 当社開発部長
    2018年    8 月 当社取締役
    2022年    8 月 当社常務取締役

現在に至る
　

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、当社の研究開発部門を牽引してきた実績と生産技術部門・製造全般における豊富な経
験、高い見識を有しております。また、国内外グループ会社の経営にも携わり、それらの経歴を通じ
て、2022年８月からは常務取締役として強いリーダーシップを発揮しており、当社の事業運営に関
する相当な知見は、当社の経営に欠かせないものと判断し、引き続き、取締役候補者としたものであ
ります。

（注）⒈ 当社における地位および担当は、事業報告「⒋　会社役員に関する事項」に記載のとおりでありま
す。

⒉ 矢野大司郎氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

（注）⒈ 当社における地位および担当は、事業報告「⒋　会社役員に関する事項」に記載のとおりでありま
す。

⒉ 平尾元宏氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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候補者
番　号
４

再任
　

ひら

平
 

　
お

尾
 

　
まさ

昌
 

　
ひこ

彦
生年月日 1959年12月１日生
所有する当社の株式数 63,700株

　

略歴および重要な兼職の状況
    2001年    11月 当社入社
    2009年    8 月 当社開発部長、開発センター長
    2012年    6 月 当社河内長野工場長、製造部長
    2012年    8 月 当社取締役

現在に至る
　

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、当社の研究開発部門を牽引してきた実績と生産技術部門・製造全般における豊富な経
験、高い見識を有しております。また、海外グループ会社の経営にも携わり、2021年８月からは営
業部門の責任者として同部門の中枢を担っております。それらの経歴を通じて培った経験やリーダー
シップは、当社の経営に欠かせないものと判断し、引き続き、取締役候補者としたものであります。

（注）⒈ 当社における地位および担当は、事業報告「⒋　会社役員に関する事項」に記載のとおりでありま
す。

⒉ 平尾昌彦氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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氏名 当社における
地位

企業
経営 開発

製造
生産
技術

営業
マーケ
ティン
グ

財務・
会計

法務・
リスク
管理

グロー
バル

松村　昌造 取締役会長
(代表取締役) ◎ ◎ ○ ○

矢野　大司郎 取締役社長
(代表取締役) ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○

平尾　元宏 常務取締役 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○
平尾　昌彦 取締役 ○ ○ ◎ ◎ ○ ○

粕井　隆 取締役
（監査等委員） ◎ ○ ○

松井　大輔 取締役
（監査等委員） ◎ ○

雨宮　沙耶花 取締役
（監査等委員） ◎

【ご参考】取締役のスキルマトリックス

　第３号議案が原案どおり承認可決された場合の本総会終結後の取締役会の構成および各取締役
が保有する主なスキルは、次のとおりであります。

（注）⒈ 各人保有のスキルのうち、とりわけ強みのあるものを◎、関連性が強いものを○とし、区分しており
ます。

⒉ 上記一覧表は、各取締役が有する全ての専門性と経験を表すものではありません。
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候補者

　

う

宇　
の

野　
とし

敏　
のり

範
生年月日 1970年10月７日生
所有する当社の株式数 20,023株

　

略歴および重要な兼職の状況
2000年４月 当社入社
2007年６月 当社管理部総務課長
2017年６月 当社管理部管理課長
2022年６月 当社管理部

現在に至る
　

【補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由】
　候補者は、2000年入社以来、長年にわたり管理部において人事、労務、法務など幅広く業務
を担当し、また、管理部管理職として企業運営にも携わっており、当社グループの経営に対し
て管理・監督する役割を担うことができるものと判断しております。

第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補
欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　また、その選任の効力は就任前に限り、監査等委員会の同意を得て、取締役会の決議によ
り、その選任を取り消すことができるものとします。
　なお、本議案に関しましては、社外取締役を主要な構成員とする役員指名諮問委員会にお
いて候補者を審議の上、監査等委員会の同意を得て決定しております。

　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）⒈ 宇野敏範氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
⒉ 宇野敏範氏の所有する当社の株式は、従業員持株会における本人の持分も含んでおります。
⒊ 宇野敏範氏が監査等委員である取締役に就任することとなった場合、当社は同氏との間で、会社法第
427条第１項の規定に基づき、損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、同法
第423条第１項に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額となります。

以　上
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株 主 総 会
会場ご案内略図

会　場 大阪府河内長野市寿町６番25号　　　当社本社２階　会議室
電　話 0721－51－1386
（前回と会場が異なっておりますので、お間違えのないようご注意ください。）

交通のご案内
  河内長野駅（南海高野線、近鉄長野線）からお越しの場合
バス：西出口バスのりば

南海バス「河内長野駅前」１番のりばから約12分
（河内長野駅前発９:13、９:30があります）
「市民交流センター前（図書館前）」下車、徒歩約８分

タクシー：西出口タクシーのりばから約８分
徒歩：西出口から約25分
※駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからずご了承のほどお願い申しあげます。
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